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低濃度PCB汚染機器等の処理実績と
今後の処理推進について

電気事業連合会

2024年3月29日
電気事業連合会



1１．これまでの主な取組み

電気事業連合会

（１）分析の推進（参考１）
・簡易定量や迅速判定に関する複数の測定技術を開発し、「絶縁油中のPCBに関する簡易測定
法マニュアル（環境省）2010年」に提供以降、分析可能な機器の汚染の特定を推進。

・大型変圧器、リアクトルなど分析可能な全ての非封じ切り機器について、2022年度末時点で
残り約1％が未分析（2002年比）。

（2）柱上変圧器の処理推進（参考１）
・化学処理技術（t-BuOK法、DMI法）の開発や、自社処理施設の設置・運転などにより、使用
済の汚染柱上変圧器を2027年3月までに全量処理見込み。

・計画的な更新と処理にて使用中の汚染柱上変圧器も2027年3月までに概ね全量処理見込み 。

（３）大型変圧器の処理推進（参考１）
・洗浄処理技術（加熱強制循環洗浄法および溶剤循環洗浄法）を開発し、環境大臣認定や自治体
許可制度を活用するなど、使用済の汚染大型変圧器を2027年3月までに全量処理見込み。

・課電自然循環洗浄法を開発し、「微量PCB含有電気機器の課電自然循環洗浄実施手順書（経
産省・環境省）2015年」に提供するとともに、使用中の汚染大型変圧器への適用を推進中。

（４）その他の電気機器の処理推進（参考１）
・環境大臣認定や自治体許可の施設にて使用済の汚染機器を2027年3月までに全量処理見込み。
・計画的な更新と処理にて使用中の汚染機器の処理を推進中。

（５）機器管理の徹底（参考１）
・汚染および汚染が疑われる使用中機器（1993年以前に製造された機器）を対象に、2015年
より業界内のデータベースを構築し、物量把握や汚染管理を推進中。（参考２）

・破壊しないと油が採取できない封じ切り機器や部位についても、データベースで管理の徹底に
努めている。
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２．取組みの現況

●電力業界における状況

➢ 電力の安定供給と作業時期・期間のバランスから、停電可能な機会が限られる。

➢ 大型変圧器等には、複数の別系統部位(本体と異なる油を使用の可能性あり)が存在
し、これらは封じ切り機器に該当するものが多い。

➢ 封じ切り部位やコンデンサー等の封じ切り機器では、使用中での汚染の特定は不可
能である。汚染の可能性のあるすべての機器等に対応するには、相当の数量の廃
絶・更新が必要であり、この中には非汚染機器が多数含まれることになる。

➢ 大型機器の更新は、設計・製造・据付に時間を要する（例えば、大型変圧器（500
㎸級）の場合、発注から工事終了まで約5～6年の期間を要する（変電所内または近
隣変電所に複数台ある場合、供給地域の停電を起こす要因となるため、同時並行の
取り替えはできない））

➢ 作業に精通した作業員および資機材の確保が必要。

➢ 大量かつ迅速な分析が可能になって以降、以下の状況の中で電力の安定
供給に支障が出ないよう停電調整を行いつつ、使用中機器の汚染の特定
と届出を進めながら、可能な限り早期処理に取組んできた。

➢ 今後も以下の状況を踏まえて、工法・工程の見直しを図りつつ、施工力
の確保に取組みながら、計画的に汚染の特定と処理を推進する。



3

電気事業連合会

３．今後の取組み

使
用
済

➢ 保管中の汚染機器（柱上変圧器を含む全機器）は2027年3月までに全量処理
予定で進めている。

使
用
中

【屋外公共空間】
➢ 汚染柱上変圧器は2027年3月までに全量処理予定で進めている。
【電力事業敷地内】

➢ 非封じ切り機器の汚染の特定を推進し、50ppm超の汚染機器は2027年3月
までに全量処理予定で進めている。

➢ 課電洗浄の対象拡大について実証を進めつつ、油量の多い汚染大型変圧器を中
心に課電洗浄の適用を推進する。（参考3）
（2022年度末時点までに大型変圧器の汚染油約20百万Lに課電洗浄を適用し
てきた。）

管
理

➢ 業界内で汚染機器等の処理フローを作成・共有し、均質で確実な処理の推進に
取組んでいる。（参考４）

➢ 業界内のデータベースを更新し、機器更新や課電洗浄の適用等の判断を迅速か
つ確実に実施していける体制の整備に取組んでいる。（参考2）

➢ 引き続き、計画的な更新・取替を行いつつ、以下の取組みを推進する。
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４．低濃度PCB機器等の処理実績と今後の見通し

※1 これまでの電力業界での処理実績や使用中機器のデータベースなどから推算。
※2 電力業界で集計した2022年度末時点の汚染台数から推算。
※3 残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約 付属書A 注釈(ⅳ)(a)に記載の西暦。
※4 機器の本体が非封じ切りまたは封じ切りで分類。

➢ 2002年時点で約470万台存在した汚染機器*は、2022年度末時点で台
数で約97%、油量で約91%の処理が完了している。

➢ 2026年度末時点で台数で約99%、油量で約97%処理完了の見込み。
＊柱上変圧器、変圧器（柱上除く）、その他機器（リアクトル等）、コンデンサー等を含む全ての低濃度汚染機器。

年度
項目 2002年※1 2022※2 2025※2,3 2026※2

汚染機器台数 ［万台］ 約470
（100％）

約12
（約3％）

約3
（約0.7％）

約0.5
（約0.1%）

柱上変圧器 約450 約11 約3 約0

非封じ切り
機器※4

変圧器(柱上除く) 約15 約0.5 約0.3 約0.3

その他機器
(リアクトル等) 約0.7 約0.1 約0.1 約0.1

封じ切り
機器※4 コンデンサー等 約4 約0.3 約0.2 約0.2

汚染油量［百万L］ 約440
（100％）

約41
（約9％）

約21
（約5％）

約15
（約3%）

柱上変圧器 約335 約5 約1 約0

非封じ切り
機器※4

変圧器(柱上除く) 約95 約31 約16 約11

その他機器
(リアクトル等) 約5 約3 約2 約2

封じ切り
機器※4 コンデンサー等 約5 約2 約1 約1



1972(S47)製造・使用禁止
（化審法）

1976(S51)焼却処理認定
（廃掃法）

1997(H9)化学処理認定
（廃掃法）

2001(H13)PCB特措法施行
2003(H15)処理基本計画策定
2004(H16)JESCO処理開始
2005(H17)電気関係報告規則

改正
2009(H21)処理方策公表

収運ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
焼却ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

2010(H22)測定ﾏﾆｭｱﾙ
無害化認定制度

2012(H24)PCB特措法改正
処理期限変更

2013(H25)洗浄ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

2015(H27)解体ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
課電洗浄手順書化

2016(H28)PCB特措法改正
期限内処理義務

2017(H29)課電洗浄手順書改定
2022(R4)処理基本計画変更

2027.3(R9)廃棄物処理期限
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1968(S43)
油症事件

1989(H1)
再生油汚
染判明

2002(H14)
非意図的
汚染判明
2004(H16)
国際条約
発効

分析 機器管理

（参考1）低濃度PCBに係る検討および処理の歩み

社会 国 電 力

電気事業連合会

自社処理
に目途

管理徹底

2010(H22)
簡易・迅速
分析法の開
発、測定ﾏﾆｭ
ｱﾙへの提供

1996(H8)
技術評価

2003(H15)
以降
処理開始
(自社処理含む)

柱上変圧器

2011(H23)
加熱・課電
洗浄実証開始
2013(H25)
加熱技術認定

容器処理

2014(H26)
課電技術認定
2015(H27)
以降
適用開始

2015(H27)
データベース
の構築と運用

各法令・通知通達
類に基づく管理

1993(H5)
焼却実証
開始

1995(H7)
技術評価

2010(H22)
以降
処理開始

2001(H13)
処理開始

油処理

2010(H22)
以降
処理開始

大型変圧器 その他 化学 焼却

精密分析
法による
測定

1989(H1) 絶縁油処理研究会設置（以後名称変更し今日に至る）

➢ 国が推進するPCB処理に一定の社会的役割を果たすため、業界内に研究会を発足し、自らが技術開発（測定や処理）するとともに、その技術を反
映したマニュアルや手順書の公開に協力してきた。また、自社処理施設を設置・運転し、使用済の汚染機器の安全かつ着実な処理に見通しを得た。

➢ 今後も使用中の汚染機器を着実に処理していく。



対象物 把握 管理 処理

使
用
中
機
器

事業用電気工作物

柱上変圧器

50ppm超

非
封
じ
切
り
機
器

変圧器
(柱上除く)

その他機器
(リアクトル等)

封
じ
切
り
機
器

コンデンサー等

制御盤内
コンデンサー

保管中機器
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・化学処理技術（t-BuOK法，
DMI法）等による処理

・加熱洗浄法，
溶剤洗浄法等
による処理

実
態
把
握
の
手
引
き

分
析
（
廃
棄
時
）

計
画
的
更
新
（
要
停
電
）

適正処理

ＰＣＢ特措法届出分析

実
態
把
握
の
手
引
き
（
届
出
に
言
及
）

巡
視
・
点
検
（
電
事
法
）

計画的更新で対応

更新or課電洗浄で
対応

分
析
（
要
停
電
）

赤塗り ：法令

橙塗り ：手引き＊等 ＊低濃度PCBに汚染された電気機器等の早期確認のための調査方法及び適正処理に関する手引き(環境省,経産省）

青文字 ：電力独自対応 緑枠 ：処理推進の取組み

処理業者と調整
次第、速やかに処理

盤の廃止時に確認

：今後注力事項黄塗り

【課電洗浄法の適用

↓

適用拡大検討
管
理
シ
ス
テ
ム

課
電
洗
浄

（
要
停
電
）

電
事
法
届
出

電気事業連合会

➢ 電力業界では「汚染機器等の処理フロー（参考4参照）」を設けて処理を進めている。
➢ 今後は、課電洗浄の適用拡大に取組み、更なる処理推進を図る。

また、管理システムによるデータベースを活用し、適切管理しつつ適正処理を進める。

（参考2）低濃度PCB適正管理・処理に向けた全体像

※ 機器の本体が非封じ切りまたは封じ切りで分類。

※

※

機器の廃止時に確認

⚫ 1993年以前の製造機器やメーカー情報から汚染および汚染が疑われる機器の適正管理・処理を徹底。



変圧器

（参考3）課電洗浄実証試験に係る全体像
7

PCB濃度

20ppm
程度

2,000L以上
（大型）

2,000L未満
（中小型）

変圧器以外
（リアクトル・電圧調整器に限る）

感温部

0.5ppm

現行手順書における洗浄対象

試験準備中（2024年度以降実証予定）

試験実施済（今後手順書化）

10ppm

5ppm

50ppm
程度

0.5～10ppm、
課電90日間の
実証済(塗布型)

電気事業連合会

課電90日間の
実証済（現手順
書は120日間）

エレファント
（中間室）

10～20ppm、
課電90日間の
実証済

10～50ppm、
課電90日間の
実証済

LTC

10～50ppm、
課電90日間の
実証済

78%

19%
3%

現行範囲 拡大範囲
適用外範囲

【大型変圧器】
手順書化により約97%
まで(19%増)対象範囲
拡大見込み

＜本体＞ ＜別系統部位＞

（部位数別に算定した割合）



8

使用済

使用中

採油

可能

不可
（封じ切り機器・部位）

分析

課電洗浄

50ppm超

Yes

No

適正管理

可能

不可

機器更新・
部位取替

処 理

課電洗浄

分析推進

汚染可能性

低

濃

度

P

C

B

含

有

電

気

工

作

物

あり

なし

非汚染

0.5ppm超
Yes

No

➢ 低濃度PCB含有電気工作物※の処理フローは以下を策定（2021年度に統一）。
➢ 50ppm超のPCB汚染機器（非封じ切り）から優先的に処理を進めている。

電気事業連合会

（参考4）電力業界におけるPCB汚染機器等の処理フロー

経済性
評価等

※PCB含有不明の使用中機器含む

※

機器更新・
部位取替

分析


